
請

願

第

七

号 

  
 

 
「

年

金

二

・

五

％

削

減

法

」

を

廃

止

す

る

意

見

書

採

択

に

関

す

る

請

願 

  

主 

旨 

 
 

 

一

八

一

臨

時

国

会

で

成

立

し

た

、

年

金

二

・

五

％

削

減

は

、

高

齢

者

の

生

活

に

深

刻

な

影

響

を

及

ぼ

す

ば

か

り

で

な

く

、

地

方

自

治

体

の

財

政

に

も

大

き

な

影

響

を

与

え

る

も

の

で

あ

り

、

こ

の

よ

う

な

法

律

を

廃

止

す

る

よ

う

、

政

府

に

提

出

す

る

意

見

書

を

採

択

し

て

頂

く

よ

う

請

願

し

ま

す

。 

 

理 

由 

 

高

齢

者

に

欠

か

す

こ

と

の

で

き

な

い

年

金

は

一

九

九

九

年

（

平

成

一

一

年

）

の

増

額

改

定

以

後

、

断

続

的

に

マ

イ

ナ

ス

改

定

が

続

き

、

二

〇

一

二

年

ま

で

に

合

わ

せ

て

二

・

二

％

の

減

と

な

っ

て

い

ま

す

。

ス

ラ

イ

ド

の

基

準

と

な

っ

て

い

る

消

費

者

物

価

指

数

は

、

高

齢

者

の

生

活

と

は

縁

の

薄

い

耐

久

消

費

財

の

価

格

低

下

な

ど

を

色

濃

く

反

映

し

、

反

面

、

税

・

保

険

料

や

医

療

費

・

介

護

利

用

料

の

増

額

は

全

く

除

外

さ

れ

て

お

り

、

こ

れ

を

基

準

と

し

て

い

る

こ

と

自

体

が

極

め

て

不

当

で

す

。

こ

の

一

三

年

間

、

年

金

受

給

者

は

い

わ

れ

の

な

い

被

害

を

一

方

的

に

受

け

続

け

て

き

ま

し

た

。 

 

厚

生

年

金

の

平

均

受

給

月

額

は

、

二

〇

〇

〇

年

に

一

七

六

九

五

三

円

だ

っ

た

の

が

、

二

〇

一

〇

年

に

い

た

っ

て

一

五

三

三

四

四

円

に

ま

で

一

三

・

三

％

も

下

が

っ

て

い

ま

す

。

そ

し

て

高

齢

者

の

四

二

％

、

女

性



で

は

六

五

％

も

の

人

々

が

一

〇

〇

万

円

未

満

の

生

活

を

強

い

ら

れ

て

い

ま

す

。 

 

そ

う

し

た

中

で

去

る

一

八

一

臨

時

国

会

に

過

去

の

特

例

措

置

分

を

解

消

す

る

と

し

て

、

向

こ

う

三

年

間

で

二

・

五

％

削

減

す

る

法

律

が

国

会

解

散

間

近

に

成

立

さ

せ

ら

れ

ま

し

た

。

こ

の

削

減

は

こ

れ

ま

で

実

施

で

き

な

か

っ

た

「

マ

ク

ロ

経

済

ス

ラ

イ

ド

」

を

デ

フ

レ

経

済

下

で

も

発

動

す

る

た

め

の

地

な

ら

し

の

役

目

も

担

っ

て

い

ま

す

。

こ

れ

が

実

施

さ

れ

る

と

、

少

な

く

と

も

毎

年

〇

・

九

％

の

削

減

が

一

〇

年

以

上

に

亘

っ

て

続

く

こ

と

に

な

り

ま

す

。 

 

こ

の

よ

う

な

年

金

の

削

減

は

、

高

齢

者

の

生

活

に

直

結

す

る

だ

け

で

な

く

、

将

来

に

亘

り

年

金

削

減

の

流

れ

に

道

を

開

く

も

の

に

な

り

、

若

者

を

中

心

に

年

金

離

れ

が

深

刻

さ

を

ま

し

て

お

り

、

年

金

制

度

へ

の

信

頼

は

さ

ら

に

低

下

す

る

こ

と

は

明

ら

か

で

す

。 

 

地

方

六

団

体

の

中

で

も

、

市

長

会

、

町

村

長

会

な

ど

は

、

年

金

削

減

が

自

治

体

財

政

に

及

ぼ

す

影

響

に

つ

い

て

言

及

し

て

い

ま

す

。 

 

こ

の

よ

う

な

事

態

を

踏

ま

え

て

、

地

域

経

済

を

守

る

た

め

に

も

、

地

方

自

治

法

第

九

九

条

の

規

定

に

よ

る

意

見

書

を

国

に

提

出

さ

れ

る

よ

う

請

願

し

ま

す

。 

     



二

〇

一

三

年

六

月

六

日 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

紹

介

議

員 
 

益 

田 

牧 

子 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

    
 

熊

本

市

議

会

議

長 

 
 

 
 

齊 

藤 

聰 

殿 

        


